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１.DXで実現したいビジョン～「第一次中期経営計画」より

財務価値・非財務価値を高め、
持続的に企業価値を向上し続ける企業へ

環境変化に対応するための
ヒト・モノ・情報への投資

経営基盤の強化・
事業機会・リスクへの対応

収益力の維持

環境変化に対応し、
質の高い耐火物・
サービスを安定的に
提供し続ける企業

ESG経営の推進

E・S・Gを経営に取り込み
長期の視点で適切な
事業運営と意思決定が

できる企業

社会と調和し
持続的に

企業価値を向上
し続ける企業



4

1 2 3

1.DXで実現したいビジョン～「第一次中期経営計画」より

第一次中期経営計画（2021年度-2023年度）
「目指す企業像」の実現に向けて体制作りを行う期間

基本戦略・重点施策
高い収益力・高い健全性の維持を図りながら、ヒト・モノ・情報などへの投資を行い、
持続的成長を支える経営基盤を構築する。

収益力の維持 ESG経営の推進

製品・サービスの質の向
上による売上拡大

低コスト・
安定供給体制の強化

新たな
収益源の育成
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製品
他社に勝る差別化製品
の展開

技術営業
技術サ ー ビ ス体制の
強化

顧客対応
営業拠点の増設による
顧客 へ の き め細 か い
対応

原料調達
原 材 料 ・ エ ネ ル ギ ー
調達力の強化

合理化・効率化
合理化設備への積極
投資

人員配置の最適化

開発体制
研究開発体制の構造
改革による次代を担う製
品開発体制の強化

外部連携
顧客との技術交流に
基づく新製品開発

ESGの推進による
経営基盤の構築

E：環境
CO2排出の少ない製造プロセスの構築
省エネルギー、脱炭素を見据えた設備投資

S：社会
健康経営の推進による従業員の活力向上・組織
の活性化・生産性の向上

G：ガバナンス
ガバナンスの体制改革と実効性強化
情報開示の充実 と ス テ ー ク ホ ル ダ ー と の
対話

DXの推進
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2.当社におけるDXとは

デジタル技術を活用して、環境変化に対応することで
ＩＮＮＯＶＡＴＩＯＮの創出

 新たな顧客獲得に向けた営業スタイルの革新
 サプライチェーン・バリューチェーンの高度化等で経営拡大を目指します。

基幹システムの刷新
最新のICTによるデジタル化

過去30年来活用してきた基幹システム
の刷新と最新のＩＣＴによるデジタル化、
デジタル活用推進で、「低コスト・安定
供給体制の強化」を図ります。

情報基盤の構築
データ活用によるイノベーション創出

「製品・サービスの質の向上による売上拡大」「新
たな収益源の育成」「ESGの推進による経営基
盤の構築」を支えるために データを収集・蓄積・
活用する情報基盤の構築とデータ活用によるイノ
ベーションを創出します。

社員が働き易い環境を
ＩＴ機器・ＩＴシステムで構築

社員が働き易い環境をＩＴ機器・ＩＴ
システムで構築し、一人ひとりが100％
の能力とやりがいが発揮できる職場環境
を実現します。
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3.ロードマップ

準備期間 本稼働

2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期

上期 下期 上期 下期 上期 下期

RPA・AI-OCR等の先端ICT活用による業務効率化

営業支援システム導入による顧客対応力向上

労働時間管理システム導入による働き方改革

人事管理システム導入によるタレントマネジメント推進

エンジニアリング事業部のマニュアル作業のシステム化による組織力向上

基幹システム刷新による業務効率化・生産性向上
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4.DXのメリット

市場変化への対応力向上

ＩＴの活用による業務の効率化、単純作業の自動化
課題解決・新規創造への時間創出

競争力の強化

生産性向上、ヒューマン
エラー抑制、人手不足解消

SDGsへの貢献

レガシーシステムの
リスク解消

新たなビジネスの展開

健康経営への貢献

デジタル情報活用でモノづくりのＱＣＤを向上。将来的には、
市場分析から経営判断、施策実行までの期間短縮、業務成果向上

受注～製造～出荷の間でのPDCAサイクルのフレキシブル化

運用やメンテナンスに掛かる工数や費用を抑制、データの分析活
用が難しい帳票出力中心からの脱却、特定の個別スキルを必要と
する運用の属人性を排除

新しいＩＴ技術の活用で、グローバルな市場開拓
非対面での販路拡大を実現

ペーパーレス推進、効率化推進による労働時間削減でCO2排出量
削減

デジタルを活用した勤務時間・勤務場所に囚われない働き方改革
の実現で従業員満足度向上
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5.DX推進組織

代表取締役社長

(推進責任者）
取締役本社業務部長

業務改革推進
経営企画室 全ての部門

各工場や各営業支社への展開は
職制を通じて行う

情報システム室
事務局兼IT関連担当
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